
目標数値　令和４年度進捗状況一覧
【別紙２】

番号 項目 担当課 目標内容 基準値(A) 基準年度 目標値(B) 目標年度
令和４年度
実績（C)

進捗率（D)
令和４年度
進捗度（E)

評価
県内４地域数

値
現状地に対する評価

目標数値達成に向けた取組み内容

1-1
求職者の状況に応じたきめ細かな就職支
援

労働政策課
年代別センター（20代・30代）における就職決定
率

78.1% 平成30年度 80.0% 令和6年度 78.0% 97.5% -7.89% ×

福岡：78.2％
北九州：
75.8％
筑豊：314.3％
筑後：71.2％

オンラインでの支援メニューを増やしたことに伴い、オンライン
での新規登録者も増えた（R3 1103人→R4 1286人）が、オ
ンライン登録者は対面での登録者と比べて、一度限りの利用で
その後は音信不通となる傾向があるため、就職状況を把握しに
くい。
・また、登録学生の就職状況把握のため、大学等に対し就職状
況調査を実施しているが、個人情報の取扱いを理由として調査
に応じることができない大学等が増加したため、就職状況を確
認できない学生が増えた。
・以上のことから基準値を下回る結果となった。
・なお、令和３年度と比較すると、就職者数は増加（R3 3088
人→R4 3263人）し、就職率も増加（R3 73.4％→R4
78.0％）している。
・今後は、センターのホームページを改修し、マイページ機能を
付加することで、就職状況をより把握できる仕組みを構築す
る。

1-2
求職者の状況に応じたきめ細かな就職支
援

労働政策課
年代別センター（20代・30代）における就職者の
うち、正規雇用者の割合

84.0% 平成30年度 85.0% 令和6年度 90.4% 106.4% 961.50% ○

福岡：91.5％
北九州：
85.8％
筑豊：77.3％
筑後：80.9％

・新型コロナウイルス感染症の影響の緩和を受け、社会経済活
動の正常化が加速し、企業の採用意欲が高まった。
・ハローワークとの連携により、正規雇用を希望する求職者と企
業のマッチングができた。
・以上のことから目標値を上回る成果となった。
・正規雇用を希望する若者は多いことから、ハローワークや正規
雇用促進企業支援センター等の関係機関と連携しながら、若者
の正規雇用の実現を図っていく。

2 若者の農林漁業への参入と定着促進
後継人材育
成室

新規就業者数 501人 平成30年度 526人 令和8年度 509人 96.8% 48.00% ○

福岡：181
北九州：68
筑豊：42
筑後：218

新規就業セミナー・相談会は、令和3年度はオンライン形式での
開催となったが、令和4年度は感染対策を講じた上、対面形式
も併用したハイブリッド形式で実施した結果、令和4年度の相談
件数（380件）が、令和3年度（84件）に比べ296件増加した。
また、セミナー・相談会についてのアンケート回答者の約80％
が「非常に参考になった」「参考になった」と答えていることか
ら、農林漁業への円滑な就業の促進につながっていると考えら
れる。
・雇用就業者が年々増加していることから、雇用就業希望者と
農業法人とのマッチング支援等、農業振興推進機構や他事業と
も連携しながら新規就業者の確保に努める。
・WEB配信可能なデジタルコンテンツを活用し、農林漁業就職
応援サイト等での情報発信を充実させていく。

※当初目標値は500人だったが、R4年3月に策定した「福岡県
農林水産振興基本計画」の見直しに伴い、目標値を上方修正し
たもの。

3 「出会い応援団体」の登録拡大
こども未来
課

「出会い応援団体」登録数 累計1,531団体 平成30年度 累計3,000団体 令和6年度 累計2,508団体 83.6% 99.76% ○

福岡：1,016
北九州：508
筑豊：472
筑後：512

・更新期を迎える子育て応援宣言企業等に対する出会い応援団
体への登録の働きかけを行った結果、目標値に向け順調に推移
している。
・引き続き、更新期を迎える子育て応援宣言企業等に対する出
会い応援団体への登録の働きかけを行っていく。

4-1 出会いから結婚へつなげるための支援
こども未来
課

出会い応援イベント参加者数 8,566人 平成30年度 維持 令和6年度 6,991人 81.6% ― ×

福岡：5,332
北九州：636
筑豊：171
筑後：852

・外出自粛の影響等により、イベントの応募者数が減少したもの
の、「出会い応援団体」の増加により、イベントの開催回数が増
え、参加者数が増加した。令和４年度のイベント参加者数は、前
年度より2,851人増加し、期待値を上回り、進捗は順調であ
る。
・県内各地域において、個別企業や様々な業界団体への働きか
けを行い、出会い応援団体の登録拡大を行うほか、市町村等と
連携し、地域の特性や資源を活かした出会いの機会の拡大を図
る。
・若者により身近なツールであるLINEを利用し、出会い応援イ
ベントの情報を配信することで、出会い応援イベントの参加者数
の増を図る。
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4-2 出会いから結婚へつなげるための支援
こども未来
課

出会い応援イベントにおけるカップル成立率 37.5% 平成30年度 40.0% 令和6年度 43.5% 108.8% 360.00% ○

福岡：45.6%
北九州：
38.2%
筑豊：29.9%
筑後：36.8%

・コロナ禍の影響により、コロナ禍以前との単純な比較ができな
いが、今後も企業・団体及び市町村等と連携し、異業種間の交
流や体験型イベント等、独身者のニーズを踏まえた多様な出会
いの場を提供することで、カップル成立率の向上に取り組む。
・R5から新たに、AIが相性診断したグループ間による出会いイ
ベントを開催し、カップル成立率の増を図る。

5 「子育て応援宣言企業」の登録拡大
新雇用開発
課

子育て応援宣言企業の登録数 累計7,200社 令和元年度 累計8,000社 令和3年度 累計8,298社 103.7% 137.25% ○

福岡：3,693
社
北九州：1,759
社
筑豊：1,022社
筑後：1,824社

・子育て応援宣言企業の登録を拡大するとともに、取組内容の
充実を図る。
・「子育て応援宣言企業・事業所知事表彰」を実施する。
・九州・山口の経済界・自治体が一体となったワーク・ライフ・バ
ランス推進キャンペーンを実施する。

6 男性の育児休業取得促進
新雇用開発
課

子育て応援宣言企業の従業員の育児休業取得率
（男性）

9.8% 平成30年度 34.7% 令和8年度 48.4% 139.5% 310.04% ○ ―

・子育て応援宣言企業の新規開拓時には面談により、子育て応
援宣言登録企業には企業向けのメールマガジン等により、男性
の育児参加に向けた優れた取組事例を周知し、導入の働きかけ
を行うことで、男性の育児参加を宣言する企業の拡大に努め
る。
・より効果的な取組の促進のため、子育て応援宣言企業へのア
ンケート調査及び「ペアレンティング・トゥギャザー～みんなで子
育て～プロジェクト」（主な構成員：「子育て応援宣言企業の輪を
広げる会」会員企業の人事・労務担当者）における意見交換によ
り、男性従業員の育児休業について実態や課題、効果的な取組
事例を把握する。
・情報番組等を通じて子育て応援宣言企業の先進的な取組の紹
介を実施し、男性の育児休業を取得しやすい職場づくりを促進
する。

※当初目標値は13%（目標年度R3）だったが、R3実績で目標
達成しており、「福岡県総合計画」の見直しにあわせて、目標値
を見直すもの。

7 ひとり親サポートセンター事業
こども未来
課

ひとり親サポートセンターの登録者の就職率 62.7% 令和２年度 79.5% 令和8年度 61.9% 77.9% -14.29% × ―

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける前と比べ、就職者が
減少しており、新型コロナの影響による求人の減少等が影響し
ている可能性がある。
経済状況に左右されず、着実な就業につながるよう、看護師・准
看護師、作業療法士等の資格取得のための給付金の活用や、
ファイナンシャルプランナー、調剤薬局事務等の就業支援講習
会の受講を積極的に促していくとともに、ハローワーク等と連
携したきめ細やかな就業支援を実施する。
また、子育て女性就職支援センターとの連携を深めるとともに、
SNSを活用した相談支援体制を強化していく。
 
※当初目標値は「令和３年度までに75%」だったが、「福岡県総
合計画」の見直しにあわせて、目標値を「令和８年度までに
79.5％」に見直す。

8
子育て女性に対する就職相談・就職あっ
せん

新雇用開発
課

子育て女性就職支援センターによる就職者数 累計2,404人 令和元年度 累計8,441人 令和8年度 累計4,044人 47.9% 63.39% △

福岡：1,445人
北九州：969
人
筑豊：572人
筑後：1,058人

・電話相談を積極的に実施したことにより相談件数の増加（前
年度比130.7％）。
・令和４年度における就職者数は603人で、前年度（372人）か
ら改善しているものの、コロナ禍前の水準までは回復していな
い。
・時間的な制約がある方でも居住地に近い場所で相談や就職が
できるよう、県内19か所で出張相談を実施するとともに、合同
会社説明会を県内４地域で実施する。
・センターのコーディネーターによる求人・求職のマッチングを
さらに強化し、女性の就職につなげる。
・商業施設、地域の子育て拠点等における移動相談窓口や、オン
ライン・オンデマンドセミナーを実施する。
・子育てなど時間的制約のある求職者が利用しやすいよう、「子
育て女性就職支援センター」にSNS相談窓口を開設するととも
に、円滑な就職活動を支援するため、就職面接時の託児経費を
助成する。
・ひとり親などの子育て中の女性等に対し、オンラインによるIT
研修と就労のあっせんが一体となったプログラムを実施する。

※当初目標値は3,600人（目標年度R3）だったが、R3実績で
概ね目標達成しており、「福岡県総合計画」の見直しにあわせ
て、目標値を見直すもの。
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9 固定的な役割分担意識の解消
男女共同参
画推進課

「男は仕事、女は家庭」という考え方（性別役割分
担）に賛成しない人の割合

51.5% 平成26年度 65.0% 令和7年度 56.7% 87.2% ― ○

福岡：56.8%
北九州：
52.7%
筑豊：66.7%
筑後：58.5%

目標数値については、５年に一度実施する調査の数値（男女共
同参画社会に向けての意識調査）を採用している。
※当初目標値は過半数以上（目標年度R2）だったが、R2実績
で目標達成しており、「第5次福岡県男女共同参画計画」の見直
しにあわせて、目標値を65％以上（目標年度R7）に見直したも
の。
※当該目標に関する調査は、R1年度に実施したため、R3の実
績値には、その数値を記載。

10
分娩時の母体救命に対応できる医療従
事者の養成

医療指導課 母体救命講習受講者数 延べ315人 令和元年度 延べ815人 令和6年度 延べ460人 56.4% 48.33% △

福岡：185
北九州：143
筑豊：36
筑後：96

・当初の目標設定では、令和元年度実績値（315人）を基に、令
和６年度末までの５年間で500人増（毎年100人増）を目指し、
目標値を815人とした。
・しかしながら、令和２年度以降、新型コロナウイルス感染症の
影響により、研修会が延期、中止となったり、１回当たりの受講
者数を制限するなどしたことから、進捗が芳しくない状況。
・今後、開催回数の増加や受講人数の増加等により、目標達成
が見込まれる。

11 産後ケア事業の促進
子育て支援
課

産後ケア事業実施市町村 43市町 令和３年度 60市町村 令和6年度 51市町村 85.0% 141.18% ○

福岡：65%
北九州：85%
筑豊：100%
筑後：100%

行政母子保健担当者を対象とし、市町村における産後ケア事業
の実施を促す研修会を実施予定。保健所単位で市町村へのヒア
リング等を実施し、設置できていない理由や課題等を把握。そ
の他、市町村担当課長会議や保健師合同研修会等の機会を利
用し情報提供を行うことで、令和6年度末までに60市町村の設
置を促す。

※当初目標値は、子育て世代包括支援センター設置60市町村
（目標年度R2）だったが、R2実績で目標達成しており、R元年
12月の母子保健法改正に伴い法制化され市町村の努力義務と
なった「産後ケア事業」の実施状況を目標値にするよう見直した
もの。

12 保護者向けの電話相談（#8000） 医療指導課 小児救急電話相談件数 57,300件 令和元年度 64,200件 令和6年度 65,974件 102.8% 209.52% ○

福岡：36,142
北九州：
10,265
筑豊：3,546
筑後：8,177
その他：
7,844

・ 平成27年4月から電話受付時間を土曜日、休日の日中にま
で拡大した。医療機関へのポスター掲示や啓発カードの配布、
ホームぺージによる広報など、相談受付時間拡大の周知によ
り、土曜・休日の日中の時間帯の相談件数は大きく伸びた。
・コロナ禍も3年が経過し、小児に係る電話相談が新型コロナウ
イルス感染症総合相談窓口から当該電話相談に戻ってきてい
るものと思料。
・ 電話がつながりにくいという状況を改善するため、令和3年
11月に相談受付回線の増設を行ったことから、令和４年度に相
談件数が増加した。
・救急医療電話相談と併せた広報等（県ホームページなど県広
報媒体の活用、啓発物品の作成・配付）により、事業の一層の周
知を図り、電話相談件数の増加を目指す。

13 「子育て応援の店」の推進
子育て支援
課

子育て応援パスポート登録者数 累計34,043人 平成30年度 累計79,000人 令和6年度 累計73,478人 93.0% 131.58% ○

福岡：49,011
北九州：
14,726
筑豊：2,487
筑後：7,248
その他：6

・平成30年度に本事業の委託先を子育て支援のノウハウやネッ
トワークを有する民間企業に変更。
・令和4年度に本委託先が発行する子育て情報誌への掲載（4
回）や、子育て家庭を対象としたイベントにおいて登録の呼びか
け等を行った結果、順調に進捗している。
引き続き、子育て情報誌を活用してPRを行うとともに、子育て
家庭を対象としたイベントへの積極的な出展等により、イベント
参加者への登録を呼びかける。
・地域が把握できなかった登録者については「その他」としてい
る。

※当初目標値は、68,000人（目標年度R6）だったが、R2実績
まで順調に推移したため目標値を上方修正したもの。
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14 保育所待機児童の解消
子育て支援
課

保育所待機児童数 1,232人 令和元年度 0人 令和6年度 100人 91.9% 153.14% ○

福岡：89
北九州：4
筑豊：0
筑後：7

・市町村の対策状況や待機児童発生率等に応じて、以下の事業
を重点的・効果的に行い、受け皿整備・保育士確保を市町村に
働きかけた結果、待機児童数は減少しており進捗は順調であ
る。
①　待機児童対策推進アドバイザーの派遣
②　待機児童対策総合推進補助事業
③　保育士の確保に向けた総合的な取組

・今年度新たに開始する待機児童解消推進補助金や保育士・保
育所支援センターにおけるマッチング機能を強化することによ
り、保育士確保に係る支援を行い、待機児童の解消を図る。
・待機児童発生市町村や保育士不足により定員まで児童を受け
入れることができていない施設に対し個別にヒアリングを実施
し、保育所等の実態に応じた人員の確保策の検討・提案を行う
ことにより待機児童の解消を図る。

15 延長保育の拡大
子育て支援
課

実施施設数 1,112か所 令和元年度 1,210か所 令和6年度 1,008か所 83.3% -176.87% ×

福岡：555
北九州：210
筑豊：83
筑後：160

・実施主体である市町村が地域の実情に応じて計画的な提供体
制の確保を進めているが、計画策定時に比べ、新型コロナウイ
ルス感染症や働き方改革等の影響から、在宅勤務の普及や時間
外労働の減少等が生じ、実施施設数が減少していると考えられ
る。
・今後も市町村担当者向け説明会の開催等により、市町村の実
情に応じた円滑な事業実施を支援する。

16 病児保育の拡大
子育て支援
課

実施施設数 115か所 令和元年度 125か所 令和6年度 136か所 108.8% 350.00% ○

福岡：48
北九州：27
筑豊：18
筑後：43

・病児保育の広域化を促進することで、病児保育の実施施設数
は136となった。
・病児保育施設の利用料無償化やシステムの導入、広域化の拡
大により利便性が向上したため、その影響による利用者数の変
化を把握し、今後の取組みを検討する。

17 小学校と幼稚園等の連携 義務教育課
幼稚園・保育所・認定こども園と合同で研修会を
実施した小学校の割合

64% 平成30年度 80% 令和6年度 62.9% 78.6% -10.31% ×

福岡：57.7
北九州：89.9
筑豊：58.0
筑後：57.9

・令和４年度の幼稚園・保育所・認定こども園と合同で研修会を
実施した小学校の割合は、６２．９％であり、令和３年度の５４．
８％に比べ、数値が高くなっている。新型コロナウイルス感染症
拡大防止の観点から、幼稚園・保育所・認定こども園と小学校の
先生方が集合型での研修や交流を実施してない状況もあるが、
新型コロナウイルス感染症への対応が変化し、少しずつ集合型
での研修や交流ができるようになってきている。
・幼児教育アドバイザープロフィール表を研修会等で資料を示し
たり、義務教育課のホームページを紹介したりしながら、アドバ
イザー活用の促進を図る。
・幼稚園教諭、保育教諭等に対して、義務教育課のホームページ
上の幼児教育・保育推進に係るプラットフォームに格納している
資料を紹介し、園内研修の充実を図る。
・令和５年度福岡県幼稚園教育課程研究協議会において、協議
主題を、「幼児教育と小学校教育の架け橋特別委員会」における
議論等を踏まえ、幼児教育と小学校教育の円滑な接続の推進に
ついてとし、実践発表及び協議を行う。園や学校の実態に応じ
た連携強化の取組みへとつなげていく。

18 放課後児童クラブの拡大
こども未来
課

放課後児童クラブ利用定員数 66,002人 令和元年度 70,307人 令和6年度 70,224人 99.9% 163.45% ○

福岡：31,734
北九州：
20,495
筑豊：7,140
筑後：10,855

・進捗率が９９．８８％になり、R4進捗率も１００％を上回るなど
順調に推移している。
・新型コロナウイルス感染症が５類に引き下げられた後も、感染
症対策を継続して強化していることも踏まえ、R5年度以降も利
用定員数の順調な増加が予想される。
・放課後児童クラブの新設を検討する市町村に実施方法等を助
言し、運営及び施設整備に助成することで、放課後児童クラブ
の創設を促進し、目標の達成を目指す。

19 ふくおか子育てマイスターの養成
子育て支援
課

マイスター認定者数 累計1,660人 令和元年度 累計2,200人 令和6年度 累計1,927人 87.6% 82.41% ○

福岡：1,084
北九州：363
筑豊：178
筑後：255

・コロナ禍にも関わらず、認定者数が例年ベースで増加してお
り、進捗は順調である。
・引き続き、認定者数増加を図るため、県内4箇所にて認定研修
を行うとともに、フォローアップ研修会を開催し、子育てマイス
ターの充実を目指す。



番号 項目 担当課 目標内容 基準値(A) 基準年度 目標値(B) 目標年度
令和４年度
実績（C)

進捗率（D)
令和４年度
進捗度（E)

評価
県内４地域数

値
現状地に対する評価

目標数値達成に向けた取組み内容

20
県営住宅における新婚・子育て世帯の優
先入居

県営住宅課 県営住宅の新婚・子育て世帯の優先入居数 0戸 令和元年度 1,250戸 令和6年度 674戸 53.9% 89.87% ○

福岡：165
北九州：156
筑豊：189
筑後：164

・今年度から抽選方式募集が年３回から年４回に増加したため、
新婚・子育て世帯の優先枠の増加を目指す。また、子育て世帯リ
フォームの改善工事数を増加するよう努める。

21 歩道のバリアフリー化の推進 道路維持課 バリアフリー新法に基づく歩道のバリアフリー化率 93.4% 平成30年度 約100% 令和7年度 97.4% 97.4% 106.06% ○

福岡：94.8%
北九州：100%
筑豊：100%
筑後：100%

平成20年度の特定道路に令和元年度の特定道路を追加し、整
備を進めていく。

※当初目標値は、約100%（目標年度R2）だったが、R2実績で
目標達成できておらず、R元年度の特定道路追加に伴い目標値
を見直したもの。

22 通学路の歩道整備 道路維持課 通学路の歩道整備率 78.4% 平成30年度 83.4% 令和8年度 82.3% 98.7% 156.00% ○

福岡：90.8%
北九州：
81.0%
筑豊：76.3%
筑後：75.5%

・県管理道路の通学路について、歩道整備等の交通安全対策を
実施する。

23
「女性と子どもの安全をみまもる企業運
動」の推進

生活安全課 女性と子どもの安全みまもり企業数 累計6,000事業所 平成30年度 累計7,000事業所 令和3年度 累計7,114事業所 101.6% 111.40% ○

福岡：3,070
北九州：1,682
筑豊：1,085
筑後：1,277

R3事業終了

24-1 確かな学力の育成 義務教育課
全国学力・学習状況調査における学力上位層の構
成割合が全国平均を上回る地区数（教育事務所
別）（公立小学校・公立中学校）

小学校
国語　5地区

令和3年度 6地区 令和8年度 2地区 33.3% ― ×

24-2 確かな学力の育成 義務教育課
全国学力・学習状況調査における学力上位層の構
成割合が全国平均を上回る地区数（教育事務所
別）（公立小学校・公立中学校）

小学校
算数　2地区

令和3年度 6地区 令和8年度 2地区 33.3% ― △

24-3 確かな学力の育成 義務教育課
全国学力・学習状況調査における学力上位層の構
成割合が全国平均を上回る地区数（教育事務所
別）（公立小学校・公立中学校）

中学校
国語　1地区

令和3年度 6地区 令和8年度 1地区 16.7% ― △

24-4 確かな学力の育成 義務教育課
全国学力・学習状況調査における学力上位層の構
成割合が全国平均を上回る地区数（教育事務所
別）（公立小学校・公立中学校）

中学校
数学　1地区

令和3年度 6地区 令和8年度 1地区 16.7% ― △

25 子どもの体力向上に係る取組の充実
体育スポー
ツ健康課

体力総合評価の全区分・全地域（24区分）におい
て、体力中・上位層（ABC群）の割合が全国平均値
を上回る
※24区分：小中学校男女×６教育事務所

18区分 令和３年度 24区分 令和8年度 19区分 79.2% 83.33% ○ ―

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、全国平均値、県
平均値ともに低下傾向にあるが、小学校女子以外が引き続き全
国平均値を上回っていることは、一定の成果があったと考え
る。
　しかし、小・中学校男子においては、本調査開始以降で最低値
だったことから、今後、運動機会をこれまで以上に拡大するとと
もに、運動を身近に感じ、運動好きな子供を増やしていく必要
がある。
・子供の運動の習慣の定着を目指し、各学校において「1校1取
組」運動を実施する。
・各学校における体力向上や運動好きな子供を育てるための授
業実施に向け、小中学校体力向上指導者研修会を開催する。
・子供の体力向上に対する意識を高めるため、「体力アップシー
ト」を小・中学校に配布する。
・小・中学校の体育の授業の充実を目指し、武道やダンス（表現
運動）に関する地域人材を派遣する。

※当初目標値は全国平均以上だったが、「福岡県総合計画」の
見直しにあわせて、R4から目標値を見直した。

―

・令和4年度の全国学力・学習状況調査の国語、算数・数学にお
いて、県全体としては小・中学校ともに全国平均水準を維持し
ており、児童生徒の確かな学力が育成されている。
・一方で、学力調査結果の地区間・学校間の格差が依然としてあ
り、特に中学校数学においてその傾向が顕著となっている。
・「日常的・組織的な『授業改善』による学力向上」を進めるため、
次の３つの視点から市町村（学校組合）教育委員会及び学校へ
の支援を行う。
　■　「授業づくり」への支援
　　・授業チェックリストや授業アンケートを活用した授業改善の
実施
　　・質を意識した「書く活動」の充実による思考力、判断力、表
現力等の育成
　　・学力向上に資するＩＣＴの効果的な活用の推進
　■　「人材育成」への支援
　　・学校の中核となり、具体的な取組の質を向上させるミドル
リーダーの育成
　　・主体的・対話的で深い学びの実現に資する教科等の専門性
を持った教師の育成
　■　「マネジメント」への支援
　　・小中９年間を意識した学力向上プランに基づく検証改善サ
イクルの充実
　　・教師の同僚性が発揮され、効果的な取組を推進する組織マ
ネジメントの充実



番号 項目 担当課 目標内容 基準値(A) 基準年度 目標値(B) 目標年度
令和４年度
実績（C)

進捗率（D)
令和４年度
進捗度（E)

評価
県内４地域数

値
現状地に対する評価

目標数値達成に向けた取組み内容

26 学校における食育、家庭と連携した食育
体育スポー
ツ健康課

朝食を食べる習慣が定着している児童の割合（公
立小学校）

93.1％
（全国94.9％）

令和３年度 全国平均以上 令和8年度

92.4％
（全国94.4％）

（基準年度）
― ― ― ―

全国平均とのポイントの差に大きな変化が認められなかった。
（H27：-2.0　,　H28：-1.8　,　H29：-2.4　,　H30：-2.1　,
R1：-2.0　,　R3：-1.8　,　R4：-2.0）
今後、朝食を食べる習慣を定着させるために、家庭に向けて学
校が中心となって積極的に働きかけを行う必要がある。
・基本的生活習慣等の定着を促進する「ふくおか家庭教育支援
事業」や「”新”家庭教育宣言」（福岡県ＰＴＡ連合会）と連携し、効
果的な家庭への啓発を行う。
・学校と家庭が一体となって取組みを推進するために、学校で
の食育の取組状況や朝食を欠食することによる身体への影響
等を家庭に啓発する。
　①朝食を食べる習慣の定着を促す「朝食いきいきシート」を県
内小学校４、５、６年生児童に配布し、学校と家庭が連携した取
組みを促進する。
　②朝食いきいきシート活用事例集を作成し、シートの更なる活
用を促す。
　③学校給食研究指定校等（令和３年度11校）において、朝食摂
取率を成果指標として設定し朝食摂取率の改善効果が認めら
れる取組みについて分析し、その内容を県下に周知する。
（朝食いきいきシート活用事例集に参考として添付）
　④各学校の実態や地域の実情に応じて、学校と家庭が連携し
た食育の取組みが促されるよう子どもが作る「ふくおか弁当の
日」等の取組みを推進し、朝食摂取の取組みへとつなげていく。

※当初目標値はR6年度までに全国平均以上だったが、「福岡
県総合計画」の見直しにあわせて、R3年度を基準とし、目標値
を「R8年度までに全国平均以上」に見直した。

27 市町村子ども家庭相談支援体制の充実
こども福祉
課

子ども家庭総合支援拠点の設置市町村 5市町村 平成30年度 60市町村 令和6年度 49市町村 81.7% 120.00% ○

福岡：18市町
村
北九州：9市町
村
筑豊：12市町
村
筑後：10市町

・子ども家庭総合支援拠点未設置の市町村に対して、拠点の役
割や必要性、国の財政支援制度について啓発を図るとともに、
設置に向けた個別課題の明確化及びその解消方法について助
言を行う。

28 特別養子縁組の普及啓発
こども福祉
課

特別養子縁組成立件数（政令市除く） 4件 平成30年度 8件 令和6年度 5件 62.5% 50.00% ○

福岡：3
北九州：1
筑豊：1
筑後：0

・里親制度説明会等で制度説明を行う中で、特別養子縁組制度
や新生児里親委託について説明する。
・福岡県だよりやリーフレットなどを用いた普及啓発を行う。

29-1 里親制度の推進
こども福祉
課

要保護児童の里親等への委託率（政令市を除く）
（３歳未満）

10.0% 平成30年度 52.4% 令和6年度 25.5% 48.66% 54.83% △

福岡：53.3%
北九州：0%
筑豊：9.1%
筑後：16.0%

29-2 里親制度の推進
こども福祉
課

要保護児童の里親等への委託率（政令市を除く）
（就学前）

16.0% 平成30年度 46.9% 令和6年度 21.8% 46.48% 28.16% △

福岡：21.8%
北九州：8.3%
筑豊：8.6%
筑後：19.0%

29-3 里親制度の推進
こども福祉
課

要保護児童の里親等への委託率（政令市を除く）
（就学期以降）

23.0% 平成30年度 30.2% 令和6年度 27.9% 92.38% 102.08% ○

福岡：39.9%
北九州：
29.4%
筑豊：17.6%
筑後：23.1%

29-4 里親制度の推進
こども福祉
課

ファミリーホーム（小規模住居型児童養育事業）の
実施か所数（政令市を除く）

6か所 平成30年度 10か所 令和6年度 12か所 120.0% 225.00% ○

福岡：3
北九州：5
筑豊：0
筑後：4

・令和４年度中に実施事業者数が３増加し、開設相談受付中の
案件も数件あることから、進捗は順調である。
・県域を４つの地域に分けた各地域でのフォスタリング事業の
委託により、里親の開拓を推進する。
・普及啓発を行う。
　（里親月間（10月）の広報系月、県広報番組（TV、ラジオ）、福
岡県だより、各市町村における里親説明会の実施、里親施設実
習事業及び里親養育体験事業の実施等）

・県域を4つの地域に分けた各地域でのフォスタリング事業の
委託により、里親の開拓を推進する。
・里親制度説明会等で制度説明を行う中で、特別養子縁組、新
生児里親委託及び乳幼児里親委託について紹介する。
・普及啓発を行う。
（里親月間（１０月）の広報啓発、県広報番組（TV、ラジオ）、福岡
県だより、各市町村における里親説明会の実施、里親施設実習
事業及び里親養育体験事業の実施等）



番号 項目 担当課 目標内容 基準値(A) 基準年度 目標値(B) 目標年度
令和４年度
実績（C)

進捗率（D)
令和４年度
進捗度（E)

評価
県内４地域数

値
現状地に対する評価

目標数値達成に向けた取組み内容

30
施設のケア形態の小規模化・地域分散化
の推進

こども福祉
課

地域小規模児童養護施設及びグループケアへ措置
した子どもの割合（政令市を除く）

14% 平成30年度 40% 令和6年度 18% 45.0% 23.08% △ ―
・施設に対して、国の支援制度の活用等を促しながら、引き続
き、地域小規模児童養護施設及び分園型小規模グループケア施
設の開設業務及び措置委託の推進に努める。

31-1 発達障がい児等教育継続支援事業
特別支援教
育課

公立の幼稚園、認定こども園、小中高校等におい
て、特別な支援が必要であると考えられる幼児児
童生徒に対する個別の指導計画の引継ぎの割合
※R2までは計画の作成の割合

99.1% 令和元年度 100.0% 令和6年度 81.4% 81.4% ― ○ ―

31-2 発達障がい児等教育継続支援事業
特別支援教
育課

公立の幼稚園、認定こども園、小中高校等におい
て、特別な支援が必要であると考えられる幼児児
童生徒に対する個別の教育支援計画の引継ぎの
割合
※R2までは計画の作成の割合

97.9% 令和元年度 100.0% 令和6年度 81.4% 81.4% ― ○ ―

・管理職研修会や特別支援教育コーディネーター研修会におい
て、個別の教育支援計画等を活用した引継ぎの必要性や意義の
周知を行うとともに、中学校及び高等学校長宛ての引継ぎに関
する通知等の取組の結果、数値は81.4％となり前年度より2.1
ポイント上昇した。

・小・中学校（義務教育学校を含む）においては、各学校で作成し
ている特別支援教育推進計画の様式を個別の教育支援計画を
活用した引継ぎの目標値を設定することができる様式に変更
し、学校間引継ぎ率の向上を目指す。

・中学校（義務教育学校後期を含む）から高等学校への引継ぎ率
が課題であるため、管理職等の研修会において個別の教育支
援計画等を活用した引継ぎの必要性や意義を周知するととも
に、中高連絡会においても、引継ぎの必要性や意義を周知す
る。

※R2実績までは計画の作成の割合を目標値としていたが、R3
実績からは計画の引継ぎの割合を設定


